





GRADUATE SCHOOL OF HUMANITIES AND SOCIAL SCIENCES 
 
NAGOYA CITY UNIVERSITY 
NAGOYA JAPAN 
JANUARY 2006 












The Principle and Its Formation in Hegel’s Theory of State 
－‘Civil Governance’ and ‘Civil Morality’－ 
 
 









































名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究 第４号 2006年１月 
 16 
 
























































































































































































































































































































































































































































































































名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究 第４号 2006年１月 
自治の立場からすれば「立憲君主制」のうち「君主」はいらないと思うのであるが、市民自治の
貫徹する国家においては立憲君主制は欠くことができないと言うのがヘーゲルの主張なのである。
自由というものは根本において個人の自由なので、心の拠り所がなければ自由主義に陥り国家は
存立し得なくなるから、これが理由と言う。 
 この立憲君主制の容認をヘーゲル思想の限界と見ることはできよう。時代の制約から個人の自
由への躊躇があってこう考えたと思われる。しかし大切なことは、市民自治の貫徹のために立憲
政治の一層の開花を問題にしたかどうかである。この点でも『講義録』と『要綱』では、『講義
録』の方がすぐれた見解を述べているのである。『講義録』では君主の決定には、大臣の「副書」
（同意）が必要と明記されているからである。『講義録』の方では象徴もしくは統合としての君
主の位置づけが明快である。君臨すれども統治せずの思想が見えてくる。 
 
結び 
 
 市民自治を擁護発展させる中で市民倫理を豊かに開花させるというヘーゲル国家論の原理とそ
の形成史の紹介は以上で終える。序で述べた、ヘーゲル国家論の国家主義的理解に対する批判は
基本的に達成できたと思う。 
 ヘーゲル国家論の功績は国家を哲学の問題として考え、市民自治と市民倫理の問題を真正面に
掲げたことにあると言える。市民社会そのものが人倫の実現を求めていることを明らかにする中
で、国家の方向性を解明した点にこそヘーゲル国家論の真骨頂はある。 
 今日の政治を見るに、私利や趣味で政治を動かしている場合を多く目撃する。政治の要諦は市
民とともにあるべきで、首長や議員のパフォーマンスの場であってはならない。国家は人倫国家
であるべきで、市民自治を大切にし、市民の陶冶を保障し、信頼と尊敬の国家を作るということ
でなければなるまい。ヘーゲルの国家論はこのことを余すところなく明らかにしてくれている。
教訓にすべきと思う。 
 
※ 本稿は、名古屋市立大学大学院人間文化研究科に提出し､2005年３月に学位授与を受けた博
士学位論文の要約である。 
 
 
（研究紀要編集委員会は、編集発行規程第５条に基づき、本原稿の査読を論文審査委員会に依頼し、本原稿
を本誌に掲載可とする判定を受理する、2005年10月18日付）。 
 
